
事 務 連 絡  

令和３年４月９日  

 

各都道府県・指定都市教育委員会指導事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

附属小・中学校を置く各国立大学法人附属学校主管課 

附属小・中学校を置く各公立大学法人附属学校主管課  御中 

義務教育諸学校を設置する学校設置会社を 

所轄する構造改革特別区法第 12 条第 1 項 

の認定を受けた各地方公共団体の担当課 

 

 

                       文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

 

令和３年度「子どもの人権ＳＯＳミニレター」事業について（依頼） 

 

 

 平素より人権教育の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 このたび、法務省人権擁護局から、別添の「令和３年度『子どもの人権ＳＯＳミニレター』事業実

施要領」に基づき、「子どもの人権ＳＯＳミニレター（便箋兼封筒）」を、法務局・地方法務局の職

員等が全国の小・中学校等に対し配布を行うとの連絡がありました。 

 ついては、各都道府県教育委員会におかれては、域内の市町村教育委員会及び所管の学校に対し

て、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校に対して、各都道府県私立学校主管課及び構

造改革特別区域法第 12条第１項の認定を受けた各地方公共団体の担当課におかれては、所轄の学校

及び学校法人等に対して、各国立大学法人附属学校主管課及び各公立大学法人附属学校主管課にお

かれては、その管下の学校に対して、本件について御周知いただきますとともに、この事業への御

協力につき特段の御配慮を賜りますようお願いいたします。 

 いじめ、体罰、虐待、性被害等、子供をめぐる人権問題は、大きな社会問題となっており、最悪の

場合には自殺にもつながるおそれがあります。厚生労働省の公表情報によると、令和２年の小・中

学生の自殺者数は 160 人で、前年と比較して大きく増加しており、自殺対策の観点からも、こうし

た人権侵害を早期に発見し、早期の対応につなげることが重要です。 

各位におかれては、この事業の目的を御理解いただき、積極的な御協力をいただきますよう重ね

てお願いいたします。 

 

（添付資料） 

 ・令和３年度「子どもの人権ＳＯＳミニレター」事業実施要領 

 ・「子どもの人権ＳＯＳミニレター（便箋兼封筒）」小学校用（令和２年度版） 

 ・「子どもの人権ＳＯＳミニレター（便箋兼封筒）」中学校用（令和２年度版） 

 ※実際に配布される「子どもの人権 SOS ミニレター（便箋兼封筒）」小学校用・中学校用は、令和

３年度版として現在製作中のものになります。 

 

 

＜本件連絡先＞                

文部科学省初等中等教育局児童生徒課指導調査係 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2     

ＴＥＬ  ０３－６７３４－３２９７（直）        

ＦＡＸ ０３－６７３４－３７３５           


